指定市町村事務受託法人の指定内容変更における必要な添付書類一覧

※下記一覧はあくまで参考であり、条件によって追加の書類が必要となる場合もあります。
　△印は、変更がある場合にのみ必要となる書類
	変更があった事項

提　出　書　類


	申請者（法人）の名称・主たる事務所の所在地
	法人の電話番号・ＦＡＸ番号
	代表者に関する変更（注１）
	役員に関する変更（注２）
	市町村事務受託事務所の名称・所在地
	市町村事務受託事務所の電話番号・ＦＡＸ番号
	市町村受託事務所の建物の構造・専用区画等
	運営規程に関する変更（注３）
	管理者に関する変更（注４）
	介護支援専門員等（増員）
	介護支援専門員等（減員）
	介護支援専門員等（兼務）
	介護支援専門員等（氏名）
	介護支援専門員等（登録番号）

	変更届出書（様式第15）
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○
	○

	定款（写）
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	登記事項証明書（履歴事項全部証明書）
（注５）
	○
	
	○
	△
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	議事録（写）※原本証明必要
	○
	
	○
	○
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	・欠格事由の誓約書

・役員名簿

※代表者、役員及び管理者の変更の場合
	
	
	○
	○
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	

	運営規程の新旧対照表
	△
	
	
	
	○
	
	
	○
	△
	△
	○
	○
	
	

	運営規程
	△
	
	
	
	○
	
	
	○
	△
	△
	○
	○
	
	

	従業者の勤務体制及び勤務形態一覧表

【変更日から４週間分】

※他の事業所に兼務の場合は、右端空欄等に「兼務先、職務の内容、週時間」と記載するか兼務先の一覧表を添付
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	○
	○
	○
	
	

	経歴書
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	

	辞令、雇用契約書、労働条件通知書等の雇用関係がわかるものの写し
	
	
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	

	介護支援専門員証（写）等
※介護支援専門員の有資格者の場合
	
	
	
	
	
	
	
	
	△
	○
	○
	○
	○
	○

	認定調査員の要件を満たすことが確認できる書類（注６）
※介護支援専門員以外の者の場合
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	〇
	○
	○
	〇
	〇

	介護保険認定調査員研修修了証（写）
	
	
	
	
	
	
	
	
	△
	○
	
	
	
	

	・事業所の平面図（専用区画変更の場合は変更前も添付）

・主たる場所の写真
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	

	賃貸借契約書、法人所有の場合は所有関係が分かるもの
	
	
	
	
	
	
	○
	
	
	
	
	
	
	


· 上記書類の提出については、介護保険法施行令第１１条の３に示されている通り、３０日前までに愛知県に届出することとなっているが、やむを得ない理由がある場合は、「理由書」（任意様式）を提出すること。それ以外の理由で届出が遅延した場合は、「顛末書」（任意様式）を提出すること。
注１）代表者に関する変更＝氏名、生年月日、住所及び職名


注２）役員に関する変更＝氏名、生年月日及び住所

注３）運営規程に関する変更＝事業の目的及び運営の方針、営業日及び営業時間、事業の内容及び利用料その他の費用の額、通常の事業の実施地域、その他運営に関する重要事項

注４）管理者に関する変更＝氏名、生年月日、住所及び経歴

注５）登記事項証明書（履歴事項全部証明書）については、後日提出可
注６）次の①②の場合は、介護支援専門員証（写）の代わりに次のものを提出すること。
①介護支援専門員以外で介護保険法施行規則第113条の２第１号又は第２号に規定される者であって、介護に係る実務の経験が５年以上である者として従事する場合：介護保険法施行規則第113条の２第１号又は第２号に規定する資格等を有することを確認できる資格者証（写）及び介護に係る実務の経験が５年以上あることを証明する書類（実務経験証明書）

②介護支援専門員以外で認定調査に従事した経験が１年以上である者の場合：認定調査に従事した経験が１年以上あることが確認できる書類（実務経験証明書）
　　　※実務経験証明書は、増員の際にのみ提出すること。
